
款 項 目

2 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

一般管理費 54

施策事業名 行政管理

事業目的
行政全般にわたる庶務を行うほか、例規の編さん及び審査、文書管理、情報公開、行政不服審査等を
行うことで、適切な行政管理を行う。

事業内容

●全体計画
　通年で、行政全般の庶務を適切に行う。

●主な事業内容
・例規の編さん及び審査会等での適正な審査
・信書郵便や事務用文書コピーに関することなどの全庁的な庶務
・閉庁日における市民サービス確保のための宿日直の配置
・公文書などの行政文書の管理、保管
・情報公開、個人情報保護に関すること
・行政不服審査に関すること
・固定資産評価に対する不服審査に関すること

●主な予算内容
　　例規集データベースシステム維持管理業務委託料　1,950千円
　　例規集データベースシステム更新委託料　　　　　3,338千円
　　消耗品費（複合機用紙等）                      5,075千円
　　複合機使用料　　　　　　　　　 　             6,091千円
　　通信運搬費（後納郵便）　　　　　　　　　　　　5,520千円
　　本庁舎日直業務委託料　　　　　　　　　　　　　1,606千円
　　本庁舎宿直業務委託料　　　　　　　　　　　　　5,178千円

事業の目標

〇法規
　・制定改廃が必要な例規を審査し、例規集の更新を順次完了していく。
　・新たに弁護士を１名採用し、庁内外の法的な問題について迅速に対応していく。
〇審査委員会等
　・公文書管理条例の制定に伴い、犬山市公文書管理審議会を新たに設置し、条例の規定に
　　より委任される公文書の廃棄などの各種事項について審議を行っていく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

92%

法規 8,106 0 0 0 8,106 100%

行政一般管理 949 25 0 55 869

99%

審査委員会等 662 0 0 0 662 100%

全庁一括庶務 34,806 0 0 380 34,426

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 44,523 25 0 435 44,063 99%

 - - - - - - 



款 項 目

2 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 58,542 0 0 0 58,542 100%

 - - - - - - 

100%

職員安全衛生 5,542 0 0 0 5,542 100%

職員交換派遣等 1,399 0 0 0 1,399

100%

職員福利厚生 4,312 0 0 0 4,312 100%

職員研修 5,005 0 0 0 5,005

100%

職員採用 673 0 0 0 673 100%

人事管理 41,611 0 0 0 41,611

事業内容

●全体計画
　職員研修（研修計画に基づく職員の能力向上及び意識改革）をはじめ、人事管理（職員採用、配置
管理、人事評価）、職場環境整備（職員の健康保持、職場の安全衛生環境の向上）を継続して実施す
る。

●主な事業内容
・職員の任免及び給与等の支払いに関する事務
・職員研修
　市自主研修（職場内、職場外、自己啓発）
  外部機関派遣研修（市町村振興協会研修センター、市町村職員中央研修所等の研修機関、
　　　　　　　　　　尾張五市二町研修協議会、青年会議所活動への参加等）
・職員派遣（国：文化庁、人事交流：立山町）
・派遣職員受入（愛知県職員）
・職員の福利厚生、安全衛生（健康診断、ストレスチェック、健康相談の実施、職員互助会補助等）

●主な予算内容
　人事給与総合システム再構築委託料　 28,710千円
　職員健康診断委託料　　　　　　　　　3,569千円
　人事給与総合システム使用料　　　　　4,092千円
　愛知県職員派遣負担金　　　　　　　　8,000千円

事業の目標

●職員の任用
　・適正な人員確保と職場配置による組織運営、会計年度任用職員制度の適正な運用
●職員研修
　・研修計画等に沿った各種研修の実施
●職場環境整備
　・職員が心身ともに健康で働く職場環境の充実

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

一般管理費 54

施策事業名 組織・人事管理

事業目的 職員の採用、人材育成、福利厚生、その他必要な人事管理事業を行う。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

財産管理費 60

施策事業名 庁舎管理

事業目的 庁舎管理、公共駐車場管理を適切に行うことで、事務の効率化や市民サービスの向上を図る。

事業内容

●全体計画
　通年で、市庁舎、犬山市公共駐車場、行政財産について適切に管理する。

●主な事業内容
・庁舎管理に関すること
・公共駐車場管理に関すること
・全国市有物件災害共済会に関すること
・所管となる行政財産目的外使用に関すること

●主な予算内容
　　本庁舎光熱水費　　　　　　 　　　　18,664千円
　　本庁舎通信運搬費（電話料等）　　　　5,538千円
　　本庁舎総合設備管理業務一括委託料 　53,548千円
　　本庁舎照明ＬＥＤ機器借上料　　　　　3,055千円
　　公共駐車場機器借上料　　　　　　　　3,245千円
　　分庁舎解体工事請負費　　　 　　　　33,200千円

事業の目標
・破損、故障などの不具合を迅速に修繕し、適正な庁舎管理を行う。
・分庁舎の機能廃止に伴い、建物を解体する。
・本庁舎のすべての照明をＬＥＤ化する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

91%

公共駐車場管理 5,823 0 0 5,304 519 9%

本庁舎管理 85,348 0 0 7,505 77,843

100%

庁舎等営繕 45,535 0 0 34,772 10,763 24%

分庁舎・西庁舎管理 478 0 0 1 477

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 137,184 0 0 47,582 89,602 65%

 - - - - - - 



款 項 目

2 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 15,433 0 0 520 14,913 97%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

96%

集中管理公用車調達 3,033 0 0 0 3,033 100%

公用車集中管理 12,400 0 0 520 11,880

事業内容

●全体計画
　通年で、公用車の管理を適切に行う。

●主な事業内容
・公用車の管理（車検、点検、修繕）に関すること
・公用車の更新に関すること
・燃料単価契約に関すること

●主な予算内容
　　燃料費　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,482千円
　　修繕料（車検等）　　　　　　　　　　　　　3,614千円
　　火災保険料（自動車損害保険等の任意保険料）　692千円
　　自動車損害保険料
　　（自動車損害賠償責任保険の強制保険料）　　　598千円
　　自動車購入費（2台分）       　　　　      2,827千円

事業の目標

〇公用車集中管理
　・適正な公用車の管理を行う。
〇集中管理公用車調達
　・公用車の更新計画に基づき、順次、公用車を更新していく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

財産管理費 62

施策事業名 公用車管理

事業目的 公用車の適正管理及び車両の更新を行い、業務の効率化を図る。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 1 5

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 278 0 0 0 278 100%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

 - - - - - - - 

公平委員会 278 0 0 0 278

事業内容

●全体計画
　職員に対する不利益処分に係る不服申し立てに対し、委員会を開催する。

●主な事業内容
・職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに応じた委員会の開催。
・全国公平委員会連合会などの会議へ出席し、情報収集等を行う。

●主な予算内容
　　公平委員会委員報酬（3名）　　108千円
　　費用弁償・普通旅費
　　　（研修会などへの出張旅費）  88千円
　  負担金　　　　　　　　　　　　58千円

事業の目標
・審査請求があった場合に対応できるよう、会議等への出席により知識向上と情報収集に
　努めていく。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

公平委員会費 64

施策事業名 公平委員会

事業目的
職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益処分を審査し、
必要な措置を講ずる。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名



款 項 目

2 4 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

選挙管理委員会費 94

施策事業名 選挙管理委員会

事業目的 公職選挙法の規定に基づき適正な管理執行を行う。

事業内容

●全体計画
　定時(3、6、9、12月）、選挙時及び例月の委員会を開催し、選挙人名簿及び在外選挙人名簿の調製
を行う。また、各種選挙における適正な管理執行を行う。

●主な事業内容
・各種選挙の管理執行
・選挙人名簿の調製
・選挙啓発活動の実施
・直接請求に関する署名の効力の審査
・主権者教育事業の実施

●主な予算内容
　　選挙管理委員会委員報酬　　768千円
 　 費用弁償・普通旅費
　　（研修会等への出張旅費）　190千円
    役務費　　　　　　　　　　131千円
　　負担金　　　　　　　　　　 90千円

事業の目標

　・選挙人名簿の調製を行う。
　・適正な投開票事務を行う。
　・投票率向上を目指し、主権者教育を推進する。
　・継続的な選挙の投票結果の分析を行い、投票環境を充実させる。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

98%

 - - - - - - - 

選挙管理委員会 1,728 35 0 0 1,693

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 1,728 35 0 0 1,693 98%

 - - - - - - 



款 項 目

2 4 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

衆議院議員総選挙費 96

施策事業名 衆議院議員総選挙

事業目的 ４年毎に任期を迎える衆議院議員総選挙を執行する。

事業内容

●全体計画
　令和３年１０月２１日任期満了（任期満了前に衆議院解散の可能性あり）に伴う
　衆議院議員総選挙の適切な事務を行う。

●主な事業内容
　・適正な投開票事務の執行
　・投票率の向上のための啓発活動

●主な予算内容
　・投票立会人報酬　　　        　　1,026千円
　・需用費　　　　　　　 　　　   　3,878千円
　・役務費　　　　　　　　　　  　　5,231千円
  ・ポスター掲示場設置・撤去委託料　3,113千円
　・選挙備品等借上料                  910千円
　・事務用備品購入費　　          　1,685千円
　・コミュニティバス運行負担金　       30千円

事業の目標 ・衆議院議員総選挙の投開票事務を正確かつ円滑に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

4%

 - - - - - - - 

衆議院議員総選挙 19,935 19,186 0 0 749

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 19,935 19,186 0 0 749 4%

 - - - - - - 



款 項 目

2 4 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

最高裁判所裁判官国民審査費 98

施策事業名 最高裁判所裁判官国民審査

事業目的 衆議院議員総選挙の投票日と同時に行われる最高裁判所裁判官国民審査を執行する。

事業内容

●全体計画
　衆議院議員総選挙の投票日と同時に行われる最高裁判所裁判官国民審査の適切な事務を
　行う。

●主な事業内容
　・適正な国民審査事務の執行
　
●主な予算内容
　・需用費　　　　   　180千円
　

事業の目標 ・衆議院議員総選挙の投票日と同時に行われる審査事務をスムーズに行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

0%

 - - - - - - - 

最高裁判所裁判官国民審査 180 180 0 0 0

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 180 180 0 0 0 0%

 - - - - - - 



款 項 目

2 5 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名

統計調査総務費 98

施策事業名 統計調査総務事務

事業目的
国が実施する統計調査に際して、統計調査員を確保するため、あらかじめ希望者を登録し、
人材の確保と資質の向上を図る。

事業内容

●全体計画
・基幹統計調査の実施に備え、広報及びホームページ等において統計調査員の募集を行う。
　（年１回以上）

●主な事業内容
・登録調査員の確保
・「統計だより」の配布（年３回）
・登録調査員希望者の登録、研修参加等の開催補助・案内

●主な予算内容
・通信運搬費(統計だより等郵送/統計調査員５５人)　29千円
・愛知県統計協会負担金　　　　　　　　　　　　 　 4千円

事業の目標
　・各統計調査がスムーズに行えるよう、広報及びホームページ等において統計調査員の
　　募集を行い、調査員を確保する。
　・登録調査員希望者の登録、研修参加等の案内を行い、調査員の資質向上を行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

75%

 - - - - - - - 

統計調査総務事務 56 14 0 0 42

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 56 14 0 0 42 75%

 - - - - - - 



款 項 目

2 5 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 2,495 2,421 0 0 74 3%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

 - - - - - - - 

経済センサス活動調査 2,407 2,407 0 0 0

0%

工業統計調査 82 8 0 0 74 90%

経済センサス調査区管理 6 6 0 0 0

事業内容

●全体計画
・国の指定する基幹統計調査の実施
　令和３年度：工業統計、経済センサス調査区管理、経済センサス活動調査
  令和４年度：工業統計、経済センサス調査区管理、就業構造基本調査、
　　　　　　　住宅・土地統計調査調査区設定
　令和５年度：住宅・土地統計、工業統計

●主な事業内容
・工業統計調査
・経済センサス調査区管理、経済センサス活動調査

●主な予算内容
・基幹統計調査調査員報酬（経済センサス活動調査）　　   1,923千円
・基幹統計調査指導員報酬（工業統計調査）　　　　 　 　　　74千円

事業の目標
　・国の指定する各基幹統計調査（経済センサス調査区管理、工業統計、経済センサス活動調査）
    を適切に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

基幹統計調査費 98

施策事業名 基幹統計調査

事業目的
国及び地方公共団体において、医療・福祉・経済など重要課題に対する施策を策定する上での
基礎資料作成を目的として実施する第二号法定受託事務の統計調査。

令和３年度　予算説明書

予算 部局名 経営部

課　名 総務課
予算書(P)目名


